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〇 農地耕作条件改善事業実施要領（平成27年４月９日付け26農振第2070号農林水産省農村振興局長通知）一部改正新旧対照表 

   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

第２ 事業実施主体 

１ 要綱第５の４の農業者団体とは、土地改良区、土地改良区

連合、土地改良施設を管理している一般社団法人及び認可地

縁団体、農業協同組合、農業協同組合連合会、土地改良法

（昭和24年法律第195号）第95条第１項の規定により数人共同

して土地改良事業を行う者、多面的機能支払交付金実施要綱

（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次官依

命通知）別紙５に規定する広域活動組織又は農業委員会（た

だし、要綱別表の区分の欄の２（以下「定率助成」という。）

の事業種類の欄（14）に掲げるものに限る。）とする。 

２ 要綱第５の５の農業法人等とは、農業法人（代表者の定め

があり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある団

体であって、認定農業者又は事業完了年度までに認定農業者

となることが確実と見込まれる団体に限る。）及び多面的機能

支払交付金実施要綱別紙６に規定する活動組織のうち、以下

のいずれかを満たす者とする。 

 

（１）・（２）（略） 

３ （略） 

第２ 事業実施主体 

１ 要綱第５の４の農業者団体とは、土地改良区、土地改良区

連合、農業協同組合、農業協同組合連合会、土地改良法（昭

和24年法律第195号）第95条第１項の規定により数人共同して

土地改良事業を行う者、土地改良施設を管理している一般社

団法人及び認可地縁団体又は多面的機能支払交付金実施要綱

（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次官依

命通知）別紙５に規定する広域活動組織、農業委員会（ただ

し、要綱別表の区分の欄の２（以下「定率助成」という。）の

事業種類の欄（14）に掲げるものに限る。）とする。 

２ 要綱第５の５の農業法人等とは、農業法人（代表者の定め

があり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある団

体であって、認定農業者又は事業完了年度までに認定農業者

となることが確実と見込まれる団体に限る。）及び多面的機能

支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号

農林水産事務次官依命通知）別紙６に規定する活動組織のう

ち、以下のいずれかを満たす者とする。 

（１）・（２）（略） 

３ （略） 

 

第４ 事業の申請等 

１ 要綱第17の１の（１）の事業採択申請書は別記様式第６号に

より、要綱第17の２の事業採択通知書は別記様式第７号によ

り、それぞれ作成するものとする。また、要綱第17の４により

事業計画等を変更する報告を行う場合には、事業変更報告書は

別記様式第８号により作成するものとする。 

第４ 事業の申請等 

１ 要綱第17の１の（１）の事業採択申請書は別記様式第７号に

より、要綱第17の２の事業採択通知書は別記様式第８号によ

り、それぞれ作成するものとする。また、要綱第17の４により

変更申請を行う場合には、事業変更申請書は別記様式第９号に

より、事業変更通知書は別記様式第10号により、それぞれ作成
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２～４ （略） 

５ 第２の２に規定する活動組織が事業実施主体となる場合は、

農地中間管理機構、都道府県及び関係市町村と調整の上、規約

及び事業実施年度前年度における多面的機能支払交付金実施

要領（平成26年４月１日付け25農振第2255号農林水産省農村振

興局長通知）別記３－１の第５に規定する多面的機能支払交付

金に係る実施状況の確認通知書並びに第２の２の（１）又は

（２）を証明する資料を提出するものとする。 

 

するものとする。 

２～４ （略） 

５ 活動組織が事業実施主体となる場合は、農地中間管理機構、

都道府県及び関係市町村と調整の上、規約及び事業実施年度前

年度における多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１

日付け25農振第2255号農林水産省農村振興局長通知）別記３－

１の第５に規定する多面的機能支払交付金に係る実施状況の

確認通知書並びに第２の２の（１）又は（２）を証明する資料

を提出するものとする。 

第５ 事業達成状況の報告 

要綱第18の１から４の事業達成状況の報告は、以下のとおり

行うものとする。 

第５ 事業達成状況の報告 

要綱第18の１から４の事業達成状況の報告は、以下のとおり

行うものとする。 

１ （略） １ （略） 

 ２ 農地整備・集約推進費については、市町村長は、事業が完

了したときは、農地整備・集約推進完了報告書（以下「完了

報告書」という。）を別記様式第５号により作成し、都道府

県知事へ報告するものとする。都道府県知事は、市町村が作

成した完了報告書を基に、都道府県の完了報告書を作成し、

地方農政局長等へ報告するものとする。 

 ２ 農地整備・集約推進費については、市町村長は、事業が完

了したときは、農地整備・集約推進完了報告書（以下「完了

報告書」という。）を別記様式第６号により作成し、都道府

県知事へ報告するものとする。都道府県知事は、市町村が作

成した完了報告書を基に、都道府県の完了報告書を作成し、

地方農政局長等へ報告するものとする。 

３ 地方農政局長等への「報告」は、別記様式第９号によるも

のとする。 

４ 「改善計画」は、別記様式第11号によるものとする。 

３ 地方農政局長等への「報告」は、別記様式第11号によるも

のとする。 

４ 「改善計画」は、別記様式第13号によるものとする。 

 

第６ 助成 

１ 要綱第19の１について農村振興局長が別に定める助成単価

とは、次に定めるところによる。 

（１）～（３）（略） 

（４）（３）の経営等農用地とは、所有権、利用権（基盤法第

第６ 助成 

１ 要綱第19の１について農村振興局長が別に定める助成単価

とは、次に定めるところによる。 

（１）～（３）（略） 

（４）（３）の経営等農用地とは、所有権、利用権（基盤法
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４条第３項第１号の利用権をいう。）等の権原に基づき、

又は農作業受託（基幹ほ場３作業の受託を行っているもの

をいう。）により集積された農地をいう。 

 

（５）（略） 

（昭和55年法律第65号）第４条第３項第１号の利用権をい

う。）等の権原に基づき、又は農作業受託（基幹ほ場３作

業の受託を行っているものをいう。）により集積された農

地をいう。 

（５）（略） 

２ 要綱第19の２について 

  助成の対象となる経費は、次に該当するものとする。 

（１）～（10）（略） 

（11）地域内農地集積型及び高収益作物転換型において実施す

る農地整備・集約推進費にあっては、生産基盤整備事業

（定率助成の事業種類の欄の（１）から（８）まで及び

（12）のハード事業（ただし高収益作物転換型の場合は定

率助成の事業種類の欄の（10）のハード事業も含まれ

る。）。以下同じ。）の総事業費に 12.5％を乗じた額とす

る。ただし、別表３に掲げる地域等において行うものにあ

っては、同表の助成割合を乗じた額とする。 

（12）高収益作物転換型において実施する高収益作物導入推進

費にあっては、生産基盤整備事業の総事業費に 12.5％を乗

じた額とする。ただし、別表３に掲げる地域等において行

うものにあっては、同表の助成割合を乗じた額とする。 

（13）高収益作物転換型において実施する高収益作物導入促進

費にあっては、生産基盤整備事業の総事業費に別表４の区

分に示す助成割合を乗じた額とする。 

 

２ 要綱第19の２について 

  助成の対象となる経費は、次に該当するものとする。 

（１）～（10）（略） 

（11）地域内農地集積型及び高収益作物転換型において実施す

る農地整備・集約推進費にあっては、生産基盤整備事業

（定率助成の事業種類の欄の（１）から（８）まで及び

（12）のハード事業（ただし高収益作物転換型の場合は定

率助成の事業種類の欄の（10）のハード事業も含まれ

る。）。以下同じ。）の総事業費に 12.5％を乗じた額とす

る。ただし、別表４に掲げる地域等において行うものにあ

っては、同表の助成割合を乗じた額とする。 

（12）高収益作物転換型において実施する高収益作物導入推進

費にあっては、生産基盤整備事業の総事業費に 12.5％を乗

じた額とする。ただし、別表４に掲げる地域等において行

うものにあっては、同表の助成割合を乗じた額とする。 

（13）高収益作物転換型において実施する高収益作物導入促進

費にあっては、生産基盤整備事業の総事業費に別表５の区

分に示す助成割合を乗じた額とする。 

 

第８ その他 

 １～４ （略） 

５ 事業の着手は、原則として、国からの交付金の交付決定通

知を受けて行うものとするが、やむを得ない事情により、交

付金の交付決定の前に着手する必要がある場合には、その理

由を具体的に明記した交付決定前着手届（別記様式第10号）

第８ その他 

 １～４ （略） 

５ 事業の着手は、原則として、国からの交付金の交付決定通

知を受けて行うものとするが、やむを得ない事情により、交

付金の交付決定の前に着手する必要がある場合には、その理

由を具体的に明記した交付決定前着手届（別記様式第12号）
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をあらかじめ地方農政局長等に提出するものとする。 

  なお、事業実施主体は、交付決定前に着手した場合には、

農地耕作条件改善事業交付金交付要綱（平成28年４月１日付

け27農振第2324号農林水産事務次官依命通知）の規定による

交付金交付申請書の２の備考欄に着手年月日及び交付決定前

着手届の文書番号を記載するものとする。 

６～10 （略） 

 11 事業実施主体は、事業達成状況報告書及び農地耕作条件改

善事業交付金交付要綱第15の規定による実績報告書に、農業

者施工等の状況（作業内容、作業時間、支出額等）を把握し

た結果に基づき、事業費を適切に記載するものとする。 

  

 

12～18 （略） 

をあらかじめ地方農政局長等に提出するものとする。 

なお、事業実施主体は、交付決定前に着手した場合には、

農地耕作条件改善事業交付金交付要綱（平成28年４月１日付

け27農振第2324号農林水産事務次官依命通知）の規定による

交付金交付申請書の２の備考欄に着手年月日及び交付決定前

着手届の文書番号を記載するものとする。 

６～10 （略） 

 11 事業実施主体は、事業達成状況報告書及び農地耕作条件改

善事業交付金交付要綱（平成28年４月１日付け27農振第2324

号農林水産事務次官依命通知）第15の規定による実績報告書

に、農業者施工等の状況（作業内容、作業時間、支出額等）

を把握した結果に基づき、事業費を適切に記載するものとす

る。 

 12～18 （略） 

  

別表１（定額助成（ハード事業）） 

事業種類 
事業 

内容等 

助成単価 

１．通常

の助成

単価(※

１) 

２．集約

化加算

単価(※

１） 

（１）田の区画拡

大（水路の変更

を伴わないも

の） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差 10cm 超、 

表土扱いあり 

 

（略） 

 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いあり 

 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いなし 

 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

別表１（定額助成（ハード事業）） 

事業種類 
事業 

内容等 

助成単価 

１．通常

の助成

単価(※

１) 

２．集約

化加算

単価(※

１） 

（１）田の区画拡

大（水路の変更

を伴わないも

の） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差が10cmを超える

場合であって表土扱い

を行う場合 

（略） 

 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行う場合 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行わない場合 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 
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（２）田の区画拡

大（水路の変更

を伴うもの） 

水路で隣接するほ場の

高低差 10cm 超、 

表土扱いあり 

 

（略） 

 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いあり 

 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いなし 

 

（略） （略） 

（３）畑の区画拡

大（水路の変更

を伴わないも

の） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差 10cm 超、 

表土扱いあり 

 

（略） 

 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いあり 

 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いなし 

 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（４）畑の区画拡

大（水路の変更

を伴うもの） 

水路で隣接するほ場の

高低差 10cm 超、 

表土扱いあり 

 

（略） 

 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いあり 

 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差 10cm 以下、 

表土扱いなし 

 

（略） （略） 

（５）暗渠排水 
バックホウ工法、 

表土扱いあり 

（略） （略） （略） 

（２）田の区画拡

大（水路の変更

を伴うもの） 

水路で隣接するほ場の

高低差が10cmを超える

場合であって表土扱い

を行う場合 

（略） 

 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行う場合 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行わない場合 

（略） （略） 

（３）畑の区画拡

大（水路の変更

を伴わないも

の） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差が10cmを超える

場合であって表土扱い

を行う場合 

（略） 

 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行う場合 

（略） （略） 

畦畔で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行わない場合 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（４）畑の区画拡

大（水路の変更

を伴うもの） 

水路で隣接するほ場の

高低差が10cmを超える

場合であって表土扱い

を行う場合 

（略） 

 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行う場合 

（略） （略） 

水路で隣接するほ場の

高低差が10cm以下の場

合であって表土扱いを

行わない場合 

（略） （略） 

（５）暗渠排水 
バックホウ工法を用

い、表土扱いを行う場

（略） （略） （略） 
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バックホウ工法、 

表土扱いなし 

 

（略） （略） （略） 

トレンチャ工法、 

表土扱いなし 

 

（略） （略） （略） 

掘削同時埋設工法、 

表土扱いなし 

 

（略） （略） （略） 

（６）湧水処理 
表土扱いあり （略） （略） （略） 

表土扱いなし （略） （略） （略） 

（７）末端畑地か

んがい施設 

樹園地 （略） 

 

（略） （略） 

樹園地以外の畑地 （略） （略） 

（略） （略） （略） 

給水栓設置のみ （略） （略） （略） 

（削る。）    

（８）土層改良 

（ア）反転耕 （略） （略） （略） 

（イ）混層耕 （略） （略） （略） 

（ウ）堆肥施用 （略） （略） （略） 

（エ）明渠排水 （略） （略） （略） 

（オ）客土 （略） （略） （略） 

（カ）除礫 （略） （略） （略） 

（削る。）    

（９）更新整備 

（ア）用水路 （略） （略） （略） 

（イ）排水路 （略） （略） （略） 

（ウ）農作業道 （略） （略） （略） 

（エ）畦畔 （略） （略） （略） 

（オ）排水口 （略） （略） （略） 

（カ）特認事業 （略） 

（削る。）    

（10）畑作転換

工 

（ア）額縁排水溝 （略） （略） （略） 

（イ）酸度矯正 （略） （略） （略） 

注）（略） 

※１～※８ （略） 

 

 

 

合 

バックホウ工法を用

い、表土扱いを行わな

い場合 

（略） （略） （略） 

トレンチャ工法を用

い、表土扱いを行わな

い場合 

（略） （略） （略） 

掘削同時埋設工法を用

い、表土扱いを行わな

い場合 

（略） （略） （略） 

（６）湧水処理 
表土扱いを行う場合 （略） （略） （略） 

表土扱いを行わない場合 （略） （略） （略） 

（７）末端畑地か

んがい施設 

樹園地の場合 （略） 

 

（略） （略） 

樹園地以外の畑地の場合 （略） （略） 

（略） （略） （略） 

給水栓設置のみの場合 （略） （略） （略） 

（８）土層改良    

（新設） （ア）反転耕 （略） （略） （略） 

（イ）混層耕 （略） （略） （略） 

（ウ）堆肥施用 （略） （略） （略） 

（エ）明渠排水 （略） （略） （略） 

（オ）客土 （略） （略） （略） 

（カ）除礫 （略） （略） （略） 

（９）更新整備    

（新設） （ア）用水路 （略） （略） （略） 

（イ）排水路 （略） （略） （略） 

（ウ）農作業道 （略） （略） （略） 

（エ）畦畔 （略） （略） （略） 

（オ）排水口 （略） （略） （略） 

（カ）特認事業 （略） 

（10）畑作転換工    

（新設） （ア）額縁排水溝 （略） （略） （略） 

（イ）酸度矯正 （略） （略） （略） 

注）（略） 

※１～※８ （略） 
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別表２（定額助成（ソフト事業）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２（定額助成（ソフト事業）） 

 

 

 

 

] 
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※１～※４ （略） 

※５ （13）の単価は新植支援単価（括弧書きは改植支援単

価） 

※６・※７ （略） 

 

※１～※４ （略） 

（新設） 

 

※５・※６ （略） 

 

（削る。） 別表３（新植・改植支援単価等） 
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別表３（地域等の助成割合） 

 

別表４（地域等の助成割合）

 
 

別表４（略） 別表５（略） 
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別記様式第２－１号

担い手の集積面積（率）

策定時期（予定）

地域内農地集積促進計画（事業達成状況報告）

地区名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

○○○○
指導事業（○○)

事業実施前 事業実施後

農地中間管理機構による
地域内（受益地内）の担
い手への農地集積の推進
に向けた取組方針

・区画拡大や営農環境整備事業、維持管理の省力化を実施するとともに、先進的省
　力化技術を導入し、生産コストの低減に取り組むことで、事業実施区域において
　農地中間管理機構による担い手への農地の賃貸借面積を向上させる
等の農地中間管理機構による地域内の担い手への農地集積に向けた取組方針を記
載。

事業概要 受益面積：水田○○a、畑地○○a、樹園地○○a
総事業費：○○百万円
受益者数：○○者

農地集積に係る目標

地域内農地集積促進計画の目標年度：○○年度

事業実施期間 地域計画の策定区域名

○○a（○○％） ○○a（○○％）

担い手の集約化面積（率） ○○a（○○％） ○○a（○○％）

その他 導入作物を地域ブランド化しメディア戦略を展開　　等

事業の活用イメージ

農地耕作条件改善事業の事業実施地区にお
ける事業実施前の農地集積状況等を記載

農地耕作条件改善事業の事業実施地域にお
ける事業実施後の農地集積計画等を記載

別記様式第２－１号

担い手の集積面積（率）

策定時期（予定）

地域内農地集積促進計画（事業達成状況報告）

地区名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

○○○○
指導事業（○○)

事業実施前 事業実施後

農地中間管理機構による
地域内（受益地内）の担
い手への農地集積の推進
に向けた取組方針

・区画拡大や営農環境整備事業、維持管理の省力化を実施するとともに、先進的省
　力化技術を導入し、生産コストの低減に取り組むことで、事業実施区域において
　農地中間管理機構による担い手への農地の賃貸借面積を向上させる
等の農地中間管理機構による地域内の担い手への農地集積に向けた取組方針を記
載。

事業概要 受益面積：水田○○a、畑地○○a、樹園地○○a
総事業費：○○百万円
受益者数：○○者

農地集積に係る目標

地域内農地集積促進計画の目標年度：R○○年度

事業実施期間 地域計画の策定区域名

○○a（○○％） ○○a（○○％）

担い手の集約化面積（率） ○○a（○○％） ○○a（○○％）

その他 導入作物を地域ブランド化しメディア戦略を展開　　等

事業の活用イメージ

農地耕作条件改善事業の事業実施地区にお
ける事業実施前の農地集積状況等を記載

農地耕作条件改善事業の事業実施地域にお
ける事業実施後の農地集積計画等を記載
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注１～注８（略） 

 
注１～注８（略） 
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別記様式第２－２号

高収益作物への転換面積（率）

策定時期（予定）

高収益作物転換促進計画（事業達成状況報告）

地区名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

○○○○
指導事業（○○)

事業実施前 事業実施後

農地中間管理機構による
地域内（受益地内）の担
い手への農地集積及び高
収益作物への転換の推進
に向けた取組方針

・事業実施区域（地域計画の策定区域）において事業実施区域の農地に係る
　担い手への集積面積を向上させるとともに、一部区域において実証展示ほ場の
　設置や加工品の試作・試験販売等を実施し、稲作から新たに○○に転換する
等の農地中間管理機構による担い手への農地集積を図りつつ、高収益作物への転換に
向けた取組方針を記載。

事業概要 受益面積：水田○○a、畑地○○a、樹園地○○a
総事業費：○○百万円
受益者数：○○者

高収益作物転換に係る目標

高収益作物転換促進計画の目標年度：○○年度

事業実施期間 地域計画の策定区域名

品目：○○a（○○％） 品目：○○a（○○％）

担い手の集積面積（率） ○○a（○○％） ○○a（○○％）

その他 導入作物を地域ブランド化しメディア戦略を展開　　等

事業の活用イメージ

農地耕作条件改善事業の事業実施区域にお
ける事業実施前の作付状況等を記載

農地耕作条件改善事業の事業実施区域にお
ける目標年度の作付計画等を記載

別記様式第２－２号

高収益作物への転換面積（率）

策定時期（予定）

高収益作物転換促進計画（事業達成状況報告）

地区名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

○○○○
指導事業（○○)

事業実施前 事業実施後

農地中間管理機構による
地域内（受益地内）の担
い手への農地集積及び高
収益作物への転換の推進
に向けた取組方針

・事業実施区域（地域計画の策定区域）において事業実施区域の農地に係る
　担い手への集積面積を向上させるとともに、一部区域において実証展示ほ場の
　設置や加工品の試作・試験販売等を実施し、稲作から新たに○○に転換する
等の農地中間管理機構による担い手への農地集積を図りつつ、高収益作物への転換に
向けた取組方針を記載。

事業概要 受益面積：水田○○a、畑地○○a、樹園地○○a
総事業費：○○百万円
受益者数：○○者

高収益作物転換に係る目標

高収益作物転換促進計画の目標年度：R○○年度

事業実施期間 地域計画の策定区域名

品目：○○a（○○％） 品目：○○a（○○％）

担い手の集積面積（率） ○○a（○○％） ○○a（○○％）

その他 導入作物を地域ブランド化しメディア戦略を展開　　等

事業の活用イメージ

農地耕作条件改善事業の事業実施区域にお
ける事業実施前の作付状況等を記載

農地耕作条件改善事業の事業実施区域にお
ける目標年度の作付計画等を記載
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注１（略） 

注２： 高収益作物 主食用米（備蓄用米を含む。）並びに経営所得安定対策等実施要

綱（平成23年４月１日付け22経営第7133号農林水産事務次官依命通知）Ⅳ第１の

１（２）の畑作物の直接支払交付金、Ⅳ第２の１（６）①の戦略作物助成の対象

作物及び砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律（昭和40年法律第109号）第２

条に規定する作物以外の作物であって、主食用米よりも面積当たりの収益性の高

いものをいう。 

注３～注６（略） 

 
注１（略） 

注２： 高収益作物 主食用米（備蓄用米を含む。）並びに経営所得安定対策等実施要

綱（平成23年４月１日付け22経営第7133号農林水産事務次官依命通知）Ⅳ第１の

１（２）の畑作物の直接支払交付金、Ⅳ第２の６（１）の戦略作物助成の対象作

物及び砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律（昭和40年法律第109号）第２条

に規定する作物以外の作物であって、主食用米よりも面積当たりの収益性の高い

ものをいう。 

注３～注６（略） 

事業の実施イメージ

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

・条件改善推進
　費
・高収益作物導
　入支援

ハード

・畑の区画拡大 ・田の区画拡大
・暗渠排水
・更新整備

・末端畑地かんが
　い施設
・営農環境整備支
　援

ソフト

・条件改善促進
　支援
・高収益作物転
　換推進費

・管理省力化支援
・品質向上支援
・高収益作物導入
　支援

定率助成の
費用負担の方法

関連事業の概要

事業名 事業実施主体 事業概要 事業実施期間

受益面積：○○a
主な工種：
総事業費：○○百万円

農地防災事業の実施 ○○○事業 Ａ、Ｂ

定額助成の
費用負担の方法
（事業達成状況報告時のみ記
載）

・総事業費○○円（うち定額助成額○○円）

【総事業費（①＋②＋③）の内訳】
　①事業実施主体の支出額○○円
　②農業者の支出額○○円
　③農業者施工等（無償分）の金額換算○○円

予定管理者・管理方法

その他必要な事項

事業の実施イメージ

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

・条件改善推進
　費
・高収益作物導
　入支援

ハード

・畑の区画拡大 ・田の区画拡大
・暗渠排水
・更新整備

・末端畑地かんが
　い施設
・営農環境整備支
　援

ソフト

・条件改善促進
　支援
・高収益作物転
　換推進費

・管理省力化支援
・品質向上支援
・高収益作物導入
　支援

定率助成の
費用負担の方法

関連事業の概要

事業名 事業実施主体 事業概要 事業実施期間

受益面積：○○a
主な工種：
総事業費：○○百万円

農地防災事業の実施 ○○○事業 Ａ、Ｂ

定額助成の
費用負担の方法
（事業達成状況報告時のみ記
載）

・総事業費○○円（うち定額助成額○○円）

【総事業費（①＋②＋③）の内訳】
　①事業実施主体の支出額○○円
　②農業者の支出額○○円
　③農業者施工等（無償分）の金額換算○○円

予定管理者・管理方法

その他必要な事項
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別記様式第２－３号

○○○ ○○ha ○基 ○基/20ha ○者 全基、○○改良区が所有・管理

管理体制

自動操舵 ○○ha ○基 ○基/20ha ○者 全基、○○改良区が所有・管理

（例）事業実施区域内の○○haを対象にＧＮＳＳ基地局を設置し、耕起や田植作業等に向けトラクタへ自動操
舵システムを○基導入する。

導入する
省力化技術

導入対象
面積

導入数 割合 活用農家数

○○人 ○○％

導入するスマート農業の概要

本事業の
対象面積

○○ha
本事業の対象

農家戸数
○○人

備考
うち担い手が
所有する面積

○○ha ○○％ うち担い手

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、
工期：○年度～○年度、主要工事内容：区画
整理○○ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○
ｍ

ほ場内耕作道整備面積 有or無or一部

用排水路パイプライン整備面積 有or無or一部

スマート農業に適した基盤の整備状況

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により○○ha
が標準区画○○haに大区画化され、また用排水路のパイプライ
ン化とほ場内耕作道の設置により、ほ場間の移動をスムーズに
行うことが可能な基盤が整備されている。本事業では、これに
加え、スマート農業の導入に向け、各ほ場へターン農道を設置
する。

事業対象面積 ○○ha

地区標準区画面積 ○○ha

ターン農道整備面積 有or無or一部

事業実施期間 関連事業地区名 地域計画の策定区域名 策定時期（予定）

スマート農業導入推進計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

スマート農業導入計画平面図

ほ場整備の概要が分かる図を記載し、

必要な資料を添付

スマート農業導

入地域

○○地区

整備地域

ＧＮＳＳ

基地局

別記様式第２－３号

○○○ ○○ha ○基 ○基/20ha ○者 全基、○○改良区が所有・管理

管理体制

自動操舵 ○○ha ○基 ○基/20ha ○者 全基、○○改良区が所有・管理

（例）事業実施区域内の○○haを対象にＧＮＳＳ基地局を設置し、耕起や田植作業等に向けトラクタへ自動操
舵システムを○基導入する。

導入する
省力化技術

導入対象
面積

導入数 割合 活用農家数

○○人 ○○％

導入するスマート農業の概要

本事業の
対象面積

○○ha
本事業の対象

農家戸数
○○人

備考
うち担い手が
所有する面積

○○ha ○○％ うち担い手

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、
工期：Ｒ○～Ｒ○、主要工事内容：区画整理
○○ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

ほ場内耕作道整備面積 有or無or一部

用排水路パイプライン整備面積 有or無or一部

スマート農業に適した基盤の整備状況

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により○○ha
が標準区画○○haに大区画化され、また用排水路のパイプライ
ン化とほ場内耕作道の設置により、ほ場間の移動をスムーズに
行うことが可能な基盤が整備されている。本事業では、これに
加え、スマート農業の導入に向け、各ほ場へターン農道を設置
する。

事業対象面積 ○○ha

地区標準区画面積 ○○ha

ターン農道整備面積 有or無or一部

事業実施期間 関連事業地区名 地域計画の策定区域名 策定時期（予定）

スマート農業導入推進計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

スマート農業導入計画平面図

ほ場整備の概要が分かる図を記載し、

必要な資料を添付

スマート農業導

入地域

○○地区

整備地域

ＧＮＳＳ

基地局
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別記様式第２－４号

No.

1

2

3

事業の活用イメージ

○○千円

管理体制

○○土地改良区が所
有・管理

○○土地改良区が所
有・管理

○台合　　計

効　果

田畑輪作体系の中で本機器により本暗渠へ
の水みちを適切に確保し、湿害防止と生産
額の増を図る。

備　考

（例）事業実施区域内の○○haを対象にサブソイラ－、レーザーレベラーを導入し、農業者○○名による共同利用
で生産性の向上を図る。

整備される大区画圃場での水稲作における
の用水供給のムラや畑作における雨水の地
表面滞留を防止し、生産額の増を図る。

導入する共同利用機器

種　別

湿害対策

均　平

機　器　名　称

サブソイラー

レーザーレベラー ○台

○台

台数 事業費

○○千円

○○千円

○○人 ○○％

機器導入の
対象面積

○○ha
機器導入の対象

農家戸数
○○人

備考
うち担い手が
所有する面積

○○ha ○○％ うち担い手

基盤の整備状況

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：○年度～○年度、主要工事内容：区画整理○
○ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により、○○haにおいて標準区画○○haの大区画化ほ場が整備さ
れている。本事業では、暗渠排水を設置するとともに、基盤整備後のほ場において高収益作物を含めた輪作体系を
適切に維持するため、補助暗渠や均平、除礫を行うための共同利用機器の導入を行う。

促進計画の区分

共同利用機器導入計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 関連事業地区名

地域内農地集積促進型、高収益作物転換促進型、スマート農業導入推進型、病害虫対
策型、水田貯留機能向上型又は土地利用調整型

共同利用機器導入計画平面図

共同利用機器活
用地域

○○地区
整備地域

別記様式第２－４号

No.

1

2

3

事業の活用イメージ

○○千円

管理体制

○○土地改良区が所
有・管理

○○土地改良区が所
有・管理

○台合　　計

効　果

田畑輪作体系の中で本機器により本暗渠へ
の水みちを適切に確保し、湿害防止と生産
額の増を図る。

備　考

（例）事業実施区域内の○○haを対象にサブソイラ－、レーザーレベラーを導入し、農業者○○名による共同利用
で生産性の向上を図る。

整備される大区画圃場での水稲作における
の用水供給のムラや畑作における雨水の地
表面滞留を防止し、生産額の増を図る。

導入する共同利用機器

種　別

湿害対策

均　平

機　器　名　称

サブソイラー

レーザーレベラー ○台

○台

台数 事業費

○○千円

○○千円

○○人 ○○％

機器導入の
対象面積

○○ha
機器導入の対象

農家戸数
○○人

備考
うち担い手が
所有する面積

○○ha ○○％ うち担い手

基盤の整備状況

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：Ｒ○～Ｒ○、主要工事内容：区画整理○○
ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により、○○haにおいて標準区画○○haの大区画化ほ場が整備さ
れている。本事業では、暗渠排水を設置するとともに、基盤整備後のほ場において高収益作物を含めた輪作体系を
適切に維持するため、補助暗渠や均平、除礫を行うための共同利用機器の導入を行う。

促進計画の区分

共同利用機器導入計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 関連事業地区名

地域内農地集積促進型、高収益作物転換促進型、スマート農業導入推進型、病害虫対
策型、水田貯留機能向上型又は土地利用調整型

共同利用機器導入計画平面図

共同利用機器活
用地域

○○地区
整備地域
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1

2

3

4

面積 単収

○○
ha

○○ｔ
/ha

○○ｔ
/ha

○○
ha

○○
ha

○○t
/ha

ー ー

単価

○○
千円/t

○○
千円/t

○○
千円/t

ー

面積 単収 単価

○○
ha

○○t
/ha

○○
千円/t

機器導入後は
作付とりやめ

○○千円 ○○千円

見込まれる作物生産の効果（高収益作物を含めた計画とすること）

No. 作　物
生産額

事　業　実　施　前

○年間で○○千円

ー ー ー

○○
ha

○○ｔ
/ha

○○
千円/t

○○
ha

○○ｔ
/ha

○○
千円/t

小　麦 ○○千円 －

○○千円

○○千円

○○千円

○○千円

▲○○千円

－ ○○千円

○○ha ○○千円 ○○ha ○○千円

事　業　実　施　後

生産額

生産額の
増　減

備　考

注１：
注２：

注３：

　導入する共同利用機器については、その機器に係る詳細な情報が分かる資料を添付すること。
　「見込まれる作物生産の効果」における単収は、地区内又は地区近傍の実績から、事業実施前にあっ
ては湿害や不陸など基盤整備後の良好な状態が維持されない場合に想定される値を、事業実施後にあっ
ては排水改良や均平など基盤整備による良好な状態が維持される場合に想定される値を記載すること。
　「見込まれる作物生産の効果」における単価は、地区内又は地区近傍の実績から、適切な値を使用す
ること。

その他

水　稲

たまねぎ

小　豆

合　計

○○千円 ○○千円

1

2

3

4

面積 単収

○○
ha

○○ｔ
/ha

○○ｔ
/ha

○○
ha

○○
ha

○○t
/ha

ー ー

単価

○○
千円/t

○○
千円/t

○○
千円/t

ー

面積 単収 単価

○○
ha

○○t
/ha

○○
千円/t

機器導入後は
作付とりやめ

○○千円 ○○千円

見込まれる作物生産の効果（高収益作物を含めた計画とすること）

No. 作　物
生産額

事　業　実　施　前

○年間で○○千円

ー ー ー

○○
ha

○○ｔ
/ha

○○
千円/t

○○
ha

○○ｔ
/ha

○○
千円/t

小　麦 ○○千円 －

○○千円

○○千円

○○千円

○○千円

▲○○千円

－ ○○千円

○○ha ○○千円 ○○ha ○○千円

事　業　実　施　後

生産額

生産額の
増　減

備　考

注１：
注２：

注３：

　導入する共同利用機器については、その機器に係る詳細な情報が分かる資料を添付すること。
　「見込まれる作物生産の効果」における単収は、地区内又は地区近傍の実績から、事業実施前にあっ
ては湿害や不陸など基盤整備後の良好な状態が維持されない場合に想定される値を、事業実施後にあっ
ては排水改良や均平など基盤整備による良好な状態が維持される場合に想定される値を記載すること。
　「見込まれる作物生産の効果」における単価は、地区内又は地区近傍の実績から、適切な値を使用す
ること。

その他

水　稲

たまねぎ

小　豆

合　計

○○千円 ○○千円
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別記様式第２－５号

No.

1

2

事業実施期間 関連事業地区名

病害虫対策計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

（例）事業実施区域内の○○haを対象に土層改良を行い、病害虫の予防・まん延防止を図る。

実施する工種

工種 概　　要 効　果 面積 事業費 備考

混層耕 耕起深○cmの混層耕を実施
混層耕により、病害虫の発生した土壌を混
ぜることで、病害虫のまん延防止を図る

○ha ○○千円

明渠排水
ほ場において額縁明渠排水

を設置
排水不良となっているほ場の排水性向上に
より、病害虫の予防を図る。

○ha ○○千円

その他

注１：

注２：

　「病害虫の被害状況」においては、被害の具体的な事例（生産量の減少率や、被害面積の大きさな
ど）を数値を用いて示すこと。
　「事業の活用イメージ」においては、病害虫対策を実施するほ場をわかるように示すこと。

合　　計 ○台 ○○千円

（例）事業実施区域では、○年度よりサツマイモ基腐病が見られ、生産量の減少が見られるとともに、被害が地
域内に広がり、○haに及ぶ状況。

事業の活用イメージ

基盤の整備状況

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により、○○haにおいて標準区画○○haの大区画化ほ場が整備さ
れている。本事業では、地域内農地集積促進型において○○の整備を行うとともに、病害虫まん延防止に向けて○
○haにおいて土層改良を行う。

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：○年度～○年度、主要工事内容：区画整理○
○ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

病害虫の被害状況

病害虫対策計画平面図

○○地区

事業実施地域

病害虫対策

実施地域

別記様式第２－５号

No.

1

2

事業実施期間 関連事業地区名

病害虫対策計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

（例）事業実施区域内の○○haを対象に土層改良を行い、病害虫の予防・まん延防止を図る。

実施する工種

工種 概　　要 効　果 面積 事業費 備考

混層耕 耕起深○cmの混層耕を実施
混層耕により、病害虫の発生した土壌を混
ぜることで、病害虫のまん延防止を図る

○ha ○○千円

明渠排水
ほ場において額縁明渠排水

を設置
排水不良となっているほ場の排水性向上に
より、病害虫の予防を図る。

○ha ○○千円

その他

注１：

注２：

　「病害虫の被害状況」においては、被害の具体的な事例（生産量の減少率や、被害面積の大きさな
ど）を数値を用いて示すこと。
　「事業の活用イメージ」においては、病害虫対策を実施するほ場をわかるように示すこと。

合　　計 ○台 ○○千円

（例）事業実施区域では、令和２年度よりサツマイモ基腐病が見られ、生産量の減少が見られるとともに、被害
が地域内に広がり、○haに及ぶ状況。

事業の活用イメージ

基盤の整備状況

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により、○○haにおいて標準区画○○haの大区画化ほ場が整備さ
れている。本事業では、地域内農地集積促進型において○○の整備を行うとともに、病害虫まん延防止に向けて○
○haにおいて土層改良を行う。

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：Ｒ○～Ｒ○、主要工事内容：区画整理○○
ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

病害虫の被害状況

病害虫対策計画平面図

○○地区

事業実施地域

病害虫対策

実施地域
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別記様式第２－６号

No.

1

2

注１：

注２：

　「見込まれる水田貯留機能効果」においては、これまでの水害などの背景も記載し、その効果につい
ても定量的な数値があるならばそれらも用いて示すこと。
　「水田貯留機能向上に向けた施設の導入イメージ」においては、水田貯留機能向上に向けた施設を導
入するほ場をわかるように示すこと。

合　　計 ○台 ○○千円

その他

畦畔補強
○○haにおいて畦畔補強を

実施
水田貯留に向けた畦畔補強を行うことで豪
雨時の貯留を実現する

○ha ○○千円

排水路整備 ○○ｍの排水路を整備する
排水路整備により、豪雨後の排水を速やか
にする。

○ha ○○千円

備考

（例）事業実施区域内の○○haを対象に畦畔補強、排水路整備を行い、水田貯留機能の向上を目指す。

実施する工種

工種 概　　要 効　果 面積 事業費

水田貯留機能向上に向けた施設の導入イメージ

事業実施期間 関連事業地区名

基盤の整備状況

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により、○○haにおいて標準区画○○haの大区画化ほ場が整備さ
れている。本事業ではこのうちの○○haにて田んぼダムを導入し水田貯留機能向上を図る。

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：○年度～○年度、主要工事内容：区画整理○
○ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

見込まれる水田貯留機能効果

（例）事業実施区域では、かつてより豪雨に見舞われ、水害の恐れのあるところである。このため、地区内の○○
haにおいて田んぼダムを導入することで、下流域への排水を緩和し、豪雨時における洪水被害の防止を図る。

水田貯留機能向上計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

水田貯留機能向上計画平面図

田んぼダム
導入地区

○○地区
事業実施地域

別記様式第２－６号

No.

1

2

注１：

注２：

　「見込まれる水田貯留機能効果」においては、これまでの水害などの背景も記載し、その効果につい
ても定量的な数値があるならばそれらも用いて示すこと。
　「水田貯留機能向上に向けた施設の導入イメージ」においては、水田貯留機能向上に向けた施設を導
入するほ場をわかるように示すこと。

合　　計 ○台 ○○千円

その他

畦畔補強
○○haにおいて畦畔補強を

実施
水田貯留に向けた畦畔補強を行うことで豪
雨時の貯留を実現する

○ha ○○千円

排水路整備 ○○ｍの排水路を整備する
排水路整備により、豪雨後の排水を速やか
にする。

○ha ○○千円

備考

（例）事業実施区域内の○○haを対象に畦畔補強、排水路整備を行い、水田貯留機能の向上を目指す。

実施する工種

工種 概　　要 効　果 面積 事業費

水田貯留機能向上に向けた施設の導入イメージ

事業実施期間 関連事業地区名

基盤の整備状況

（例）事業実施区域では、県営○○事業○○地区により、○○haにおいて標準区画○○haの大区画化ほ場が整備さ
れている。本事業ではこのうちの○○haにて田んぼダムを導入し水田貯留機能向上を図る。

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：Ｒ○～Ｒ○、主要工事内容：区画整理○○
ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

見込まれる水田貯留機能効果

（例）事業実施区域では、かつてより豪雨に見舞われ、水害の恐れのあるところである。このため、地区内の○○
haにおいて田んぼダムを導入することで、下流域への排水を緩和し、豪雨時における洪水被害の防止を図る。

水田貯留機能向上計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

水田貯留機能向上計画平面図

田んぼダム
導入地区

○○地区
事業実施地域
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別記様式第２－７号

No.

1

2

注１：

注２：

　「地域の農地利用区分」においては、地域の農地をア　農業生産の維持・向上、イ粗放的な利用等に
よる農業生産、ウ　鳥獣緩衝帯等の利用、エ　林地化に向けた土地として区分すること。
　「事業の活用イメージ」においては、地域の農地利用区分をわかりやすく示すこと。

合　　計 ○台 ○○千円

その他

粗放的
農地利用

整備

粗放的利用に向けた用地整
備、作業道設置

耕作放棄地となり今後林地化を行う整備を
実施する。

○ha ○○千円

区画整理 ほ場における区画拡大 区画拡大による生産性の向上を図る。 ○ha ○○千円

備考

（例）事業実施区域内の○○haを対象に粗放的な利用に向けた整備を行うとともに○○haを対象に整備を行う。

実施する工種

工種 概　　要 効　果 面積 事業費

事業の活用イメージ

事業実施期間 関連事業地区名

事業の概要

（例）事業実施区域では、現在○○haの面積のほ場があるがその一部においては耕作放棄地となっているため粗放
的な利用が求められている。このため本事業では、粗放的な利用を行う農地については林地化を行うとともに、今
後も農地として利用を行うところについては区画拡大等を行う。

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：○年度～○年度、主要工事内容：区画整理○
○ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

地域の農地利用区分

（例）事業実施区域を次のように区分する
・農業生産の維持・向上を行う農地　○○ha
・粗放的な利用等による農業生産を行う農地　○○ha
・鳥獣緩衝帯等の利用を行う農地　○○ha
・林地化に向けた土地農地としての利用を行う農地　○○ha

土地利用調整計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

事業実施区域

粗放的利用を

図る区域

土地利用調整計画平面図

別記様式第２－７号

No.

1

2

注１：

注２：

　「地域の農地利用区分」においては、地域の農地をア　農業生産の維持・向上、イ粗放的な利用等に
よる農業生産、ウ　鳥獣緩衝帯等の利用、エ　林地化に向けた土地として区分すること。
　「事業の活用イメージ」においては、地域の農地利用区分をわかりやすく示すこと。

合　　計 ○台 ○○千円

その他

粗放的
農地利用

整備

粗放的利用に向けた用地整
備、作業道設置

耕作放棄地となり今後林地化を行う整備を
実施する。

○ha ○○千円

区画整理 ほ場における区画拡大 区画拡大による生産性の向上を図る。 ○ha ○○千円

備考

（例）事業実施区域内の○○haを対象に粗放的な利用に向けた整備を行うとともに○○haを対象に整備を行う。

実施する工種

工種 概　　要 効　果 面積 事業費

事業の活用イメージ

事業実施期間 関連事業地区名

事業の概要

（例）事業実施区域では、現在○○haの面積のほ場があるがその一部においては耕作放棄地となっているため粗放
的な利用が求められている。このため本事業では、粗放的な利用を行う農地については林地化を行うとともに、今
後も農地として利用を行うところについては区画拡大等を行う。

関連事業概要
○○地区

受益面積：○○ha、総事業費：○○百万円、工期：Ｒ○～Ｒ○、主要工事内容：区画整理○○
ha、暗渠排水○○ha、用排水路○○ｍ

地域の農地利用区分

（例）事業実施区域を次のように区分する
・農業生産の維持・向上を行う農地　○○ha
・粗放的な利用等による農業生産を行う農地　○○ha
・鳥獣緩衝帯等の利用を行う農地　○○ha
・林地化に向けた土地農地としての利用を行う農地　○○ha

土地利用調整計画（事業達成状況報告）

地　区　名 事業実施主体 関係都道府県・市町村名 ６法指定地域等

事業実施区域

粗放的利用を

図る区域

土地利用調整計画平面図
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別記様式第３号 

 

農地耕作条件改善計画（事業達成状況報告） 

 

別記様式第３号 

 

農地耕作条件改善計画（事業達成状況報告） 

 表 （略） 

 

【定額助成の事業達成状況の報告に係る添付写真】（略） 

 

【定額助成（ハード）の実施計画（事業達成状況報告）】 

 

 

 表 （略） 

 

【定額助成の事業達成状況の報告に係る添付写真】（略） 

 

【定額助成（ハード）の実施計画（事業達成状況報告）】 
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【集約化計画（中心経営体ごとの受益面積又は施工延長の内訳）】

（略） 

 

【土層改良計画（事業達成状況報告）】（略） 

 

【定額助成補足説明資料（事業達成状況報告）】（略） 

 

【定率助成補足説明資料（事業達成状況報告）】（略） 

 

【集約化計画（中心経営体ごとの受益面積又は施工延長の内訳）】

（略） 

 

【土層改良計画（事業達成状況報告）】（略） 

 

【定額助成補足説明資料（事業達成状況報告）】（略） 

 

【定率助成補足説明資料（事業達成状況報告）】（略） 
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（削る。） 
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別記様式第６号 （略） 別記様式第７号 （略） 
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附 則 

この通知は、令和６年４月１日から施行する。 

（削る。） 

 
  

別記様式第９号～別記様式第11号 （略） 別記様式第11号～別記様式第13号 （略） 

  


